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経済計画化における部門連関バランスの

意義と限界

野津正徳

はじめに

社会主義経済のもとでは，国民経済の諸部門への社会的労働の配分 した

がって，生産手段と労働力の配分において一定の釣合い壱維持しつつ，国民経

済を言|画的に発展させる客観的必然性が存在する九 この必然性は，社会主義

の基本的経済法則に規定される つの経済法則として定式化され r国民経済

の計画性のある，釣合いのとれた発展の法則」とよばれている。社会主義経済

計画化は，との「計画位法則j の認識と意識的利用の過程であり，困家の作成

する単一の国民経済計画とこれにも正づく勤労大衆の創造的活動によって保障

される。

経済計画化の基本的方法の一つは，いうまでもなく，国民経済パラ :/Aの作

成である。ソ連の国民経済バランスは，これまで国民経済計画の作成と実施の

諸段階において，つぎのような機能をはたしてきた。 (1)先行期間の計画遂行状

況の総括。先行期間の計画遂行状況について国民経済報告パヲンλ が作成され，

計画遂行の過程における再生産過程の基本的要素 生産と消費，消費と蓄積，

第 I部門と第E部門，経済諸部門，生産的分野と非生産的分野，固定フォ Y ドと

労働資源などーーの相互関係と釣合いが分析される。 (2)国民経済発展の基本方

向の決定。計画作成の予備的段階として，中央計画機関によって国民経済発展

の基本方向が決定されるが，この段階で国民経済計画バラ Y スが作成され，計

画の重要指標の予備的概算と諸指標聞のバヲンス化、何回aHCHpOHaHHe) が行わ

1) BhIC回目"，p叩加阻lIIKOJlaIlPH L!，K K日Cコ，n時 4μ:pOBQHUeHapodliozO X03fl厄cmeaCCCP， 1964 

CTp. 6-30; MOCKOBCKHH HHCTHTyT H3p0，l1HOrO X03兄IICTBa HM f. B. nJIeX3Ho83. J百四upOOU叫 E

liapoo!tM O  X03RaCmOQ C;CCP， 1963， CTp. 5-27 
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れる。 (3)国民経済計画案の作成。国民経済発展の基本方向にもとづいて，下部

J 企業，経済地域，共和国，各省、などーーより自発的に提出された部分的計

画案が総合され， 国民経済計画案が作成されるが， この段階で， 詳細な国民

経済計画パヲ Yスが作成され， 再生産過程の基本的要素の計算， 相互の整合

(corJIaCOSaHHe) と調整作OOPAHHaU四)が行われる。 このように，国民経済パ

ラン旦は，国民経済計画作成の各段階において「統制的機能」をはたし，社会

的総生産物の補填，消費および蓄積への配分において価値的素材的な釣合いを

保障し，不釣合いを発見，除去する方法として利用されてきた。

しかしながら，国民経済パヲンλ は，同民経済諸部門の大分類にもとづヤて

構成されるため，再生産過程の一般的指標と基本的要素の釣合いを示すことは

できるが，諸部門聞の生産的連闘を具体的に明らかにすることはできない。と

の弱点を補う経済計画化の重要な方法として， ソ連では 1950年代後半より，

「社会的生産物の部門連関パランス(以下，連関バラユノス左略記〉の研究が開始さ

れ，すでに全連邦規模のものとしては，中央統計局において1959年連関報告ノミ

ラYア、円 国家計画委員会(ゴスプラシ)附属経済研究所において1962年および

70年の実験的連関計画パヲ:/ス勾が作成された。現在，中央統計局において，

1966年連関報告バランスの作成が進みペ また国家計画委員会附属経済研究所

においてこの方法を用いた1975年.80年の連関計画バラン兄の実験的研究が行

われている九

それでは，経済計画化における連関バラ νスの意義をどのように評価すへき

であろうか。 この点について，ソ連では大別して三つの見解がある")。 その第

ーは，計画化の基本的方法として連関パラ Yλの意義を高く評価し，あらゆる

2) M. P. 9ii:JleJlbMaH， MeJ/Compaclleeoil白川1tCo6UJecmec同 ozonpodyrcma， 1966; UCY， Hapod1toe 
x03Hi1.cm8o CCCP 8 1960， e 1961 

3) A. H. E抑 MOD，JI 兄 s'p凹 (pe瓜)，Memodu 山側μ戸印刷H.M8J/CompaC.Il印刷 nponop~ua， 1965 
4) T. W. Ryabushkin， Speciftc Features olIntcJ'i叫 ustryBalance-sheet Const'Yuctiun閉山

S01/iet U叫 n，也 Reporton the 36th Sesszo旬 ofI~叫e附 ational Statistual 1.旬st~tute， 1967 
5) Ryabushkin， ibid.， p. 2 

6) E 刀 BaiipaL¥.IIH... K HCTOp附 P"聞叩沼 MeTO.1l0JlOrHHH3y'leHHlI. M叫 OTpaCJle回 xo.田 eiiB Cα::::p'" 

BonpOCbl cmamucmu'tCCKoi1. .Melt!odC.IlfJZUU， 1964. CTp. 231-232 
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計画計算壱事実上，連関計画パヲ γ月の作成に還元する見解(ネムチノスダダ

ヤソ，コソフ，ベルキン，チェルニャクなど)η である。 彼らはまた，計画化への

数理経済的方法と電子計算通信技術の全面的導入の推進者であり，連関ハラン

スを「国民経済の最適計画化・管理の複合モデル体系J')の一環に位置づけよう

とする。 第二は， 連関バラ Y スは計画化の補助的用具にすぎないとする見解

(ポ ノレ，グロンロードなど)めである。彼らは，連関報告バラ Y スの意義は否

定せず，これが経済の諸釣合いの分析と計画計算の科学的基礎づけのために必

要なことを認めるが，連関計画バランスにもとづき電子計算機による自動的な

計画作成には反対する。第三は，連関計画バランスを数学，計算機の利用と結

びついた新しい有効な計画用具であり，その役割は単に補助的なものにとどま

らず，基本的方決の一つであるとする見解(ェイジ呉 oマソ，エプイぞフなど)叫

である。彼らは同時に， その意義の過大評価を批判し， 計画化における連関

バランスと他の伝統的なハラ γス方法とが補完関係をもつべきことを主張して

し、る。

本稿は，経済学と経済計画化における連関バラ y スの意義と限界を解明する

作業の第二段階町として，連関バランスに焦点をおき，その数理的側面一一パ

ランスの数学的構成，直接支出係数と総支出係数，最終生産物にもとづく社会

的総生産物の決定方法など について，その基本的問題点壱明らかにするこ

とを，課題とする。直接の対象としては， 1962年実験的連関計画パラン旦の作

成の経験をとりあげる。

7) 次の文献リストを参照。 B.B. Koccロ5，"06田 p pa60T， IIOCIJHll¥eHHhlX Me)KOTpaCJIeBOMY 6aJlBHcy"， 
，9ICQItOMIM<:a U MameMamU叩 c/Cue.Memod!Jt， TOM 1， sblII. 2， 196G， CTp. 303-306 

8) 日 Hφ同 opeHKO，“ o pa3pa6one Hay'lHbJX MeTQ)lOB )πrpaBJleHIUI HapO)lHblM XO::UIl1口 30M".3"0ー
HO.M.UKa U .JfIameMam削 eo:ue MefflQd!Jt， TOM 1， B出ロ 3， 1965， CTp. 313-324 

9) M 3. Eop， O'lepκ"' nO MemOδO.llOWll U Memodu"，e n/taHupooallun， 1964， CTP， 115-122;沼 KpOHー

pOll， "CoaoKynHhI晶 06U(eCTBeHHbI誠司pOJlyKτKDK KBTerOpl:IJl co日目DJIHC111"1Io:CKOrO BucnpOH3HO.1(-

"田"Becm1iu/C cmamucmUKU， No. 3， 1965， CTp. 3-15 
10) 3ii，1lcJIbMBn， maM JlCe; Eφ1MOB， 6eppH， maM耳 e

11) 野津正徳』部門連関バランスと社会的生産物， r経情論叢」第10C巻第4号，昭和42年10月，
参照。
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I 経済計画化における部門連関，屯ヲンスの利用

1 部門連関パラ Yスの数理経済モデノレ町

連関/ミラ γスの数理経済モデノレは，社会的総生産物の配分・利用と生産的支

出壱通じて国民経済諸部門聞にかたちづくられる複雑な諸連闘を，連立線型方

程式として定式化したものである o 1959年連関報告パヲンλにもとづし、て構成

される数理経済モデノレはつぎのとおりである明。諸記号をつぎのように定義す

る(価額表示)。

X， 部門の総生産物

XiJ J部門に配分され，生産的に消費される z部門生産物(中間生産物=労働

対象〉

y， 部門で生産ぎれた最終生産物(消費.審積および固定フォシドの磨損補填)

町 1部門で創出された国民所得のうち，必要生産物部分

mj  J部門で創出された国民所得のうち，剰余生産物部分

町 1部門の減価償却額

連関パヲ Y ス(価額表示)の横行ほ，

Xi=::EX..j+Yi (i=1， 3......，η(1) 
J~l 

として示される。 (1)は， ，部門の総生産物X包の一部内が他の生産的諸部門に

おいて生産的に消費され， 残りの部分が最終生産物 y，として，蓄積と固定フ

ォソドの磨損補填に利用されること壱意味し，したがって，社会的生産物の利

用の方程式とよばれている。

連関パヲソスの縦列は，

n 

x，=2jx，，+り十円十刑j (j=l， 2， め (2) 

として示される。 (2)は，J部門の総生産物の価値が，生産的に消費された他部

12) エフィモフは部門連関パランス表式と部門連関パランスの数理経済モデルを区別する。 A

EφllMOB， "TeOpeTWIeCKHe H rrp3KTll'IeCKHe BorrpUCbI BiJ(::APビtil1H MelKOTpaCJleBO，O oaJlaHca B nJl1!-

HllpOBaHHe HapO.l1Hmo X03曲 CTBa"，n山 tOBOeX{)3FlUCmeo， No. 5， 1963， CTp. 253-269 
13) 加.lleJlbMBH，ma必 3四 CTp.253-269 
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門の生産物価値判"減価償却額η，および新たに創出された純生産物一一必

要生産物町+剰余生産物問十ーの価値より構成されることを意味し，したが

って，社会的生産物の価値の方程式とよばれる。

各部門において， 総生産物とその生産に支出古れた他部門の生産物(労働対

象)の間には一定の量的関係がある。 この量的関係を労働対象の直接支出係数

aげであらわせば，

均
一
九
州

一一一一
a

z

 

(3) 

γJ +
 

V
向a

 

n
Z出

は

=ωvh 

t
 

つ
品川
Nたし

(i=l， 2， ..'，ー，吋 (4)

となる。

つきやに， (4)を行列形式であらわせば，

X=aX十 Y

[I-aJX=Y 

X=[I-aJ-'Y (5) 

がえられる。ただし aは直接支出係数向の行列，X， Yはそれぞれ Xt • Y;; 

の列ベグトノレである。

(5)において，逆行列 [I-aJ-'の各要素を総支出係数 A"と定義すれば，総

支出係数 A';j は，J部門の生産物 1単位の生産に直接・間接に必要なすべての

z部門生産物総績を示す。したがって. (5)は一組の最終生産物とそれを生産す

るため直接・間接に必要な各部門の総生産物との量的関係を示している。いい

かえれば，最終生産物の量と構成を決定すれば，直接支出係数の行列によヮて

一義的に確定される総支出係数を通じて，最終生産物の生産に直接・間接に必

要な各部門の総生産物が方程式の解としてえられるわけである。

2 1962年部門連関計画パラ γスの作成E利用

以上の連関バランスの数塾経済モデノレにもとづいて. 1962年連関計画パラ y

14) 刀 Eeppll，φKJloueor，C 山 aTHJl阻. "OlIhIT pa凹 eTa9KcnepHMe町田bHoroIIJJaHOBoro Me総町P"

JleBOrO 6aJlaHCa H8 1962 rOJ¥ "， fI.f/.OltQsoe XQ3Hi1cmfJO， NO. 9， 1962， CTp. 34-43 
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y、が実験的に作成された向。その作成の諸段階はつぎのとおりである。 (1)62年

国民経済発展計画の資料にもとづし 62年の最終生産物の量，構成の決定。 (2}

59年連関報告パラ γ旦の係数を基準とする， 62年の直接支出係数の決定。 (3)電

子計算機〈ウラノレ 2号〉による，総支出係数の計算。 (4)最終生産物と総支出係

数による，生産諸部門の総生産物の決定。

このような連関計画バラ Yス壱計画化の方法として利用するばあい，その特

徴は次の点にあるといわれている。第一は，従来の国民経済計画パラ γスによ

る計画の作成が， まず国民経済全体と各部門の総生産高 (saJIOS凶 IIpO，LI.yKけ

を決定し，この後それぞれの国民所得の計画量を算出する方式である町のに対

し，連関計画ベラ Yスにおし、ては， 社会の最終生産物 (KOHeQHhl訪日pO，!J;yKT)の

量，構成(最終需要)の計画化を出発点として総生産高を計算し，経済計画を作

成しうることである。第一は，連関計画バラ Yスの作成のために，詳細な技術

=経済的データにもとづいて計画期間の直接支出係数を計算し，との係数表か

ら電子計算機によって算出した総支出係数表を利用して，国民経済諸部門の生

産物の生産と消費の具体的連関を決定し，諸部門聞のバランス性を点検するこ

とができることである。第三は，連関計画パラ γスの導入によって，最終生産

物の量，構成の一連のヴアリア γ トに応じて諸部門生産物のずアリア γ トを計

算することが可能となわしたがって計画パラソスと最適計画化論との結合に

よって，最適計画ヴアリア γ トの選択の道が聞けることである。

つぎに，連関計画パラ y;<を作成J 利用するばあいの特徴とされる，上の諸

点について検討しよう町。

E 直接支出係数と総支出係数

1 直接支出係数 (K03中中HJJ;l1eHTblIIp}lblX 3aTpaτ) 

さ，ぎにみたように，連関パヲ:/;;<、の数理経済モデノレを構成し，これを計画化

15) 8. C. J-le山叩OB，OKOlloJ.tU/W-，Mame.MamU叩 cliueMemOaμ U Mod削 b，B'I'OpOe H311aHne， 1965， C'I'p 

294-296 

16) ただし，連関バラγスと最適計画化論との結合については，別の機会にゆずる固
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に利用するためには，数学的方法の導入が重要な役割壱はたしている。部門連

関の分析と計画化において数学的方法を利用できることの根拠は，エイジェリ

マγによれば， r社会的生産過程において国民経済諸部門聞に，一定の量的な

釣合いと相互連関が形づくられているとと」町に求められている。 彼によれ

ば，社会的分業の発達とともに国民経済諸部門聞には生産物の生産，補填，消

費および蓄積の，量的に規定された連闘が形づくられるが，こうした社会的生

産物の部門聞の需給連関は，行列形式壱用し、，連関パラ γスとして表示するこ

とができる。エイジヱリマンは，行列形式による社会的生産物りパラ Yス的表

示一一一連関バランス一一ーが「代数的表現と数学的方法の利用にとって，好都合

である」明として，ここに線型代数を利用しうる根拠壱みいだしている。

連関ノミヲ Yスにおける数学的方法の利用の根拠が，現実の諸部門間に存在す

る量的連関と社会的生産物の諸要素の行列形式によるパラ γ ス的表示にあるこ

とは認められる。また，現段階の計画化の諸課題を実現するためには，再生産

過程の諸要素に量的表現を与え，諸要素聞の量的依存関係を数学的に定式化，

分析することは，重要な意義をもつことであるのしか.0，他方では，現実の諸

部門聞の連関，社会的生産物の諸要素の生産・消費の過程を数学的方法のー形

態一一連立線型方程式とその解法ーーを利用してそデノレ化することは，現実の

複雑な経済過程を過度に単純化して反映する危険性をはらんでいる。なぜなら，

経済過程は，歴史的社会的条件のもとで，多数の具体的な要因の因果関係によ

って規定される複雑な「飛躍と中断をそのうちにふくむ過程J'めであれ単純

化された少数の要因で構成される線型(一次〕の関数関係によっては， とても

反映じ尽しえない性質のものだからである。多数の要因による複雑な因果的発

展過程としての現実の経済過程を，少数の要因による線型の関数的依存関係=

線型モデルによって表現しようとするならば，どうしても，モデノレ構成にあた

17) 3tt!¥eJIbMaH. ma.Jl :J/Ce， CTp. 253 

18) TUM :J/Ce， CTp. 254 

19) 山田耕之介，経済戸学における数学利用について， r経済研究」第14巻第 1号J 昭和明年 1且!
74頁。
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って，諸要因にかんする非現実的な仮定，過度の単純化，固定化が生ぜざるを

えない叫。

連関ノミラ Yスの数理経済モデルのばめい，初期町の直接支出係数の規定にお

いては，こうした過度の単純化があらわれている。初期の直接支出係数は，技術

発達の 定の水準を所与とした上で，つぎのように規定されている〈価額表示)0

a 拘1
苦2ニ てv' %ij=a包，X，

J三j
(3) 

この式は，いうまでもなく，線型同次式であり，理論的につぎのような問題

をふくんでいる。①生産的に消費されz労働対象の支出量 ;Ki;Jはその部門の総

生産物量おに比例すると仮定きれている。したがって生産物量の変化とは独

立に存在する固定的支同部分あるいは不比例的支出部分が無視される。⑧ x，
は 3部門の生産物の集計量として与えられる。パランスの 1部門の総生産物は，

パラ Y スの部門分類の詳細度に応じ，異種の生産物の混合をふくむが，この生

産物構成(プロダクト・ミッグス)とその変化は， 直接(3)に反映されない。⑧労

働対象と生産物の相対価格とその変化は，直接(3)に反映されないD ④価額表示

の係数において，労働対象の支出量として計算されるのは，企業の外部より商

品として供給される労働対象のみであれ企業内で自家生産される労働対象は

これにふくめられない。したがって，労働対象の支出量は，同じ生産構造を前

提したばあいでも，企業の結合度に応じて相異するが. (3)はこうした企業結合

度の相異による係数の変化壱反映しえない。

このように，初期の直接支出係数(3)は，部門の支出構造について一定の単純

化仮定を日IJ提してし、る。したがって(3)は，連関報告ノミラ yスの資料にもとづく

直接支出係数の算出に利用することはできるとしてもmh 連関計画バランスの

作成に利用することは不可能である o 連関計画パラツスの作成には，詳細な技

術=経済的データと価格体系より計画期間の直接支同係数壱計算すること壱可

20) 是永純弘，計量経騎学的模型分析. r経晋評論1昭和40年1月. 137-151頁.審照。
21) 初期とは，ここでは.1960年までの連関ノミラγスの方法論の研究， 1960-61年に行われた1959
/年報告バラ γス作成の時期をさす。
22) 1959年報告バランスの直接支出悟数は (3)により算出された。 HapodHoeX03Jll1cmoo CCCP 8 

1960叩 dy，1961， CTP_ 145-151 
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能にする，一層具体的な要因をふくむ関係式が必要である。こうした関係式が

与えられたばあい，社会主義経済のもとでは，産業連関分析における「投入係

数の安定性Jという非現実的'反定にもとづく「予測」とは異なる，直接支出係

数の計画的決定が，一定限界内で可能になるはずである。

1962年連関計画パラソスの作成においては，つぎのような直接支出係数の規

定が採用された町。

(i) 現物表示の直接支出係数 この係数の規定にあたって.つぎのこと壱

考慮しなければならない。 (1)連関パヲ Yスの部門分割の原理は，部門の生産物

の同種性支出構造の共通性であるが，あまり細分化した部門分割は不可能であ

るため， 現実には集約的部門 (yKpynHe聞凶 OTpaCJlb)が用いられ， 諸種の生

産物が 1つの部門に包括されている。これに応じて，部門の直接支出係数も，

部門内の諸種の生産物にたし、する労働対象の個別支出ノノレマの加重平均として

の，集約的支出ノルマチーフ (yKpyoHeHHbI首 HOpM町田 pacxo凪〕という性格を

もっ。したがって，現物表示の係数の大きさは，個別支出ノルマを規定する個

々の技術水準と，部門内の諸種の生産物構成によって左右される。 (2)労働対象

の支出は，生産物にたいする比例的支出部分と不比例的支出部分にわかれる。

記号をつぎのように定義す日ば，

。"生産物にたいする h生産物の現物表示の直接支出係数

制 h生産物を構成する p種生産物の数

n 生産物を構成する f種生産物の数

a'PII 戸種生産物の個別支出ノノレ7

d， 生産物中にしめる戸種牛芦物の比率

Spι l生産物の生産に必要な共通支出部分にたいする P生産物の支出率

現物表示の係数はつぎのとおりになる。
悦

a~t = LJ Ll a' pqdq + Ll s1" 
P"'l q"'l p..l 

(6) 

いうまでもなく，右辺の第1項が比例的支出部分，第2項が不比例的支出部分

23) E加 MOD，EepPH， ma.M :JIC丸 CTp. 147~158 
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である。 (6)の具体例として，鋪 1tあたりの耐火物質の支出係数の計算例を第

1表にかかげる。

第 l表鋼l'にたいする耐火物質の直接支出係数(t ) 

各質い種すの個のる鋼耐別火支に物た出
鋼の総量に

各対支て種加す出重のる比耐芦率れ火物にた鋼質よにのっ
f旨 標

しめ5各種

ノノレτr の鋼の比率 ノルマ

a" d， apq' dq 

第 1種の耐火物質の支出→第 1種の鋼 りー019 0.84 0.01596 

1 " → 2 " 0.006 0.07 0.00042 

1 " → 3 " 0.012 0.09 0.00182 

第 1種の附火物質の支出合計 3 
0.01746 

→ 3種類の鋼
~ alq.dq 
q~l 

第 2種の耐火物質の支出→第1種の鋼 。日03 0.84 0.00252 

2 " → 2 " 0.005 0.07 0.00035 

2 " → 3 " 0.008 0.09 0.00072 

第 2種の耐火物質の支出合計
2qs E1 h-dq 0.00359 

→ 3種類の鋼

， 3 
2種類の耐火物質の支出合計 P E E1q E E1 GFq・4 0.02105 

物共通質支の支出部出分合計にたいする 2種類の耐火 I

2 

Eヨsμ 0.001 
p"'l 

盟民主iぷ手種の耐火憾の直接支 Ia，，~主主f阿・ d，+会" 0.02205 

注 1)時四MQB，6eppII， maM :J叫 CTp.242
2)鋼の第1種ほ平炉，第2種ほ程炉事3種は電気炉による生産物。

(ii) 価額表示の直接支出係数現物表示の係数において生産物の生産

に支出された h生産物〈労働対象)は， ぞれが企業の外部から商品として供給

されるか企業内で自家生産されるかを問わず，すべて z生産物のための生産的

支出量に計上されている u これにたいし，価額表示の係数においては，さきに

ふれたように. r総生産高方式Jに上る生産物測定方式壱採用するため生

産物にたいする z生産物 L労働対象)の支出量には， 企業の外部より供給され

る商品生産物のみが計上され， 自家生産され自家消費される g生産物(企業内
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回転)は計上されない。 したがって現物表示の係数を基慌にして価額表示の係

数を規定するときは労働対象の全支出量から企業の自家生産部分を控除しなけ

ればならなし、。

諾記号をつぎのように定義すると，

向 1部門生産物にたいする z部門生産物の価額表示の直接支出係数

か h生産物 1単位の何栴

t， 生産物 1単位の価格

山 t生産物にたし、する h生産物の総支出量のうち外部よりえられる部分の

比率

d， J部門の総生産物にしめる 1生産物の比率

削 z部門にふくまれる h生産物の数

勿 y部門にふくまれる t生産物の数

Ki' Kj 生産者価格(企業の卸売価格)を消費者価格に転換する ，~， J部門の

部門半均転換係数

現物表示の係数向を基礎にして，消費者価格による価額表示の係数をつぎの

とおり規定することができる。
Zど飢旬 ~~ 

atj = ;;~ ~ LJ alcr r;.，~ 叫ゐ (7) 
ι j k~ 1 ι~1 }-'l 

(7)において，価格P/o，. Ptは，それぞれ h生産物， I生産物の生産物構成を考慮、

第2表 鉄鋼(銑鋼〉にたいする耐火物質の直接支出係数(ノレーヅリ〕

健|知|音|崎 I川サ叫一一 0.49 I 0.75 叩 l0.00500 

耐火物質→銑 0.013 I 0.675 I 0.75 I 0.31 0.00204 
¥ 

ム口 0.00704 

1if5j =1035 ajj=lQOO ・1.035 ・ 0.00704~7.29(ループリ)

注 1) Eφ日 回B，BeppH， maM :J/Ce， CTp. 244 
2) 耐火物置→鋼の保数ai.;， の計算は第1衰のとおり G 耐火物質→銑の係数

a"の計算は示されていない。
3) k~1 (耐火物置). '~1， 2 (鋼，銑)である。
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した加重平均価格であり，また，基準年度の価格との比較を可能にする対比価

格でなければならない。さらに，tk. tlが生産者価格で与えられているときは，

部門平均の転換係数を用いて，消費者価格に転換する必要がある。 (7)の具体例

として，鉄鋼(銑鋼)生産物 (10∞ノレープリ)にたいする耐火物質の支出係数

(ノレープリ〕の計算例寺第2表にかかげる c

このように具体的に規定された直接支出係数におい-cは，例にも示されたよ

うに，計画期聞の係数の変化に影響する諸要因 ①労働対象の個別支出ノル

マにあらわれる技術水準とその変化，②労働対象の比例的支出部分と不比例的

支出部分(固定費)の比率， ⑧ 1部門内の生産物構成， ④支出される労働対象

の企業外部よりの供給部分と自家生産部分との比率，⑤価格体系(色生産物の対

比価格，生産者価格と消費者価格) を，国民経済発展計画の技術=経済データ，

計画価格体係および企業壱対象とする独自の標本調査などにも左づいて，計画I

的に決定ないし推定することができる問。この限りでは，直接支出係数(6)(7)は，

初期の同次式にみられる抽象性，過度の単純化の弊からのがれており，国民経

済諸部門の生産的連関壱労働対象の支出ノノレマとし、う量的側面から反映する指

標として，計画化の用具としての重要な役割をはたす可能性をもっといえよう。

他方，直接支出係数はつぎのような限界をもっ。第一に，価額表示の係数は，

労働対象の支出量の測定方式として「総生産高方式」を用いるため，同じ物的

生産=支出構造を前提としても，企業結合度の変化 企業組織の専門化とコ

Y ピナート化の両傾向 のし、かんによって大きい影響をうける。このため価

額表示の係数の時系列比較は，物的生産構造の状態を正確に反映しえない，と

いう難点が生ずがた第二に，係数の計算の基礎となる諸経済量一一支出量，

生産物量，価格 は l部門内の多種の生産物にかんする集計量あるいは平均

値であり，その集計量あるいは平均値の正確性は，パラン^の部門分割の詳細

24) H16~年連関計画パヲ γスの冊数の計算は，総数4，260の係数のうち，とくに重要な約500の係数

について行われた。 (6)(7)による直接計算が困難な係数は，基準年度 (1959年)の悟数を諸要因に
より修正する間品法がとられた。

25) A. Kau;， "Cx創価証 BocnpOR3DOl¥CTBaH MeiKOTpaCJleBOii 6a.~aHc ぺ Bonpocu叫 OJlQMU/iU， N o. 12， 
1966; No. 5， 1967 ~ No. 1， 196B 
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度に大きく依存するが，まだ部門分割は十分な詳細度をもつに至っていない町。

また，正確性を十分に保障する統計情報体系の整備も，今後の問題として残さ

れている。

2 総支出係数 (K問中中日日目eHThlnOJlHbIX 3aTpaT) 

以上の直接支出係数は，独立に，国民経済諸部門の生産的連関の種々の経済

分析の資料としても用いられるが，その主要な機能は，総支出係数の計算の基

礎になる乙とである。

総支出係数を A山その行列をAとすれば，

A~ [I-aJ-' 

として定義される o ムパま逆行列(Iーの-，の要素である。また， 総支出係数

の行列はつぎの上うにも表現され志町。

A=]+a+a&+.... 十計十・ 二三Jak (9) 
k=O 

総支出係数の経済学的根拠は，ェイクヱリマγによれば， r社会的再生産過

程の種々の部門，種々の牛産物聞に，社会的分業によって規定される多数の，

相互にからみあう生産的連関が形づくられていること」聞に求められている。

彼lごよれば，ある最終生産物 1単位壱生産するためには，宣接にその生産に必

要な諸種の生産物が支出されるだけでなく，社会的再生産の技術的連闘のすべ

ての段階で多種類の生産物が間接に支出されなければならない。 1部門の最終

生産物1単位の生産にたいし，国民経済諸部門で直接・間接に支出する必要の

ある z部門の生産量平総支出を，先行する迂図的生産諸段階のすべての環に遡

及して合計したものが，総支出係数である。

総支出係数は最終生産物の需要=最終需要を基準にしたばあい，需要と生産

の波及係数として理解されている。ある 1組の最終生産物の需要が与えられた

ばあし、，この需要を保障するのにまず直接に必要な生産物が生産され，ついで

その生産物の生産に支出される諸部門の生産物が生産され，かくて諸部門生産

26) 1959年連関報告バラνスは83部門(価額表示)， 157種生産物(現物表示)。
27) EctH:MOB， Beppn， ma.M :J/Cc， CTp. 34 
28) :3陶e血 MaH，ma.lrl :J/CC， C叩 240
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物の需要と生産が先行諸段階に無限に波及する，とされる明。その基礎には，

生産は需要によって刺激される，需要量が生産量を決廷するJ需要量と生産量

の聞は， 技術的連関〈直接支出係数，したがって総支出係数に表現される)が媒介

するのみで，何の矛盾もない，という前提がある。

1962年連関計画パラ γ スの作成においては，このように規定された総支出係

数が利用されている。したがってここでも，線型代数による総支出係数の定式

化，総支出係数の数学的表現に内蔵される，現実の経済過程の形式化，固定化，

単純化の危険性に目を向けなければならない。

第一に，現実の国民経済諸部門間ヒおける生産物の需給の連鎖=部門間の生

産の波及過程は，漸次的な複雑な過程であるが，逆行列の要素として数学的に

表現された総支出係数は，最終生産の需要が発生すれば，部門聞の生産の無限

の波及過程が全く無時間的に，何らの飛躍も中断もなく，即時に実現されると

いうことを意味してし、ム現実の経済過程では，波及過程は，国民経済，企業

における生産物の在庫，予備の存在あるいは生産手段，労働力の不足によれ

中断されたり遅延されたりする。また，諸部門あるいは生産物の種類によって

生産物の生産期間，流通期聞は異なるのであり，波及過程が諸部門において一

様に連続的に進行すると考えるのは，非現実的である。こうした現実の複雑な

中断壱ふくむ漸次的波及過程は，総支出係数の計算において無時間的過程とし

て形式化され，先行する生産諸段階の無限の彼方にまでさかのぼって，いわば

瞬間的に成立するものとみなされる。そのため総支出係数においては，この面

からは，総支出の大きさが現実よりも過大評価される結果が生じると考えられ

る。

第二に，総支出係数は，複雑な漸次的波及過程を，無時間的な，いわば瞬間

的に完結する過程とみなす結果，異なる生産諸段階の生産諸条件 技術水準

と生産組織 の変化を全く無視することになる。総支出係数は，現在の生産

諸条件壱あらわす直接支出係数表によって一義的に決定されるから，総支出係

29) Eや叩00，Eeppll， maM :JJC8. crp. 16， 219. 
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数により先行諸段階の生産的支出量を無限の彼方まで合計することは，現在の

生産諸条件と支出構造を，過去の先行諸段階にさかのぼって適用するとと壱意

味する。したがって，迂目的な生産諸段階における生産諸条件の変化，とくに

技術発展の過程が静態化され，現在の生産諸条件が固定化される。

第三に，総支出係数でとらえられる諸部門聞の波及過程は，最終生産物を保

障するのに直接・間接必要な労働対象にかんする波及のみである。直接支出係

数は労働対象の支出構造のみを反映し，労働手段の生産的消費二磨損と蓄積量

は，外生変数として最終生産物の構成要素にふくめられている。したがって，

一組の最終生産物(労働手段，消費資料)の量と構成が外生的に与えられたばあ

い，これを保障するのに必要な総支出の計算には，最終生産物→労働対象→労

働対象とし、う波及の側面のみがふくめられ，④最終生産物→労働手段→労働手

段という，労働手段の生産波及〈磨損補填と蓄積)，および⑤最終生産物→労働手

段→労働対象あるいは最終生産物→労働対象→労働手段→労働対象とし、う，労

働手段生産を媒介とする労働対象への生産波及の側面が無視される。波及過程

は，労働手段にたいするところで中断されるものと考えられてし、るわけであるロ

例えば，最終生産物としての建設物 1単位の需要を保障するのに必要な電力の

総支出壱とりあげよう。現実には，建設物の生産には，これに支出される労働

対象としての鋼，電力，重油 ーの生産と労働手段としての機械の磨損補填ない

し新投資(最終生産物の需要がその生産能力をこえるばあLつが必要(第1次波及〉

であり，これらの鋼，電力，…・・機械の生産のためには，再びそれぞれ労働対象と

しての鋼，電力労働手段としての機械の生産が必要〔第2次波及)となり，

波及過程が進行する。しかし，次図に示されるように，電力の総支出にふくめ

られるのは，労働対象→労働対象と心、う波及過程の結果としての電力支出のみ

であり，労働手段・機械にたいする波及過程は中断するとみなされるため，労

働手段・機械の生産に支出される電力は総支出中にふくめられない。したがっ

て，総支出係数は，現実の諸部門の複雑な生産的連関を，労働対象→労働対象

の波及過程の側面のみに一面化，単純化して反映するものであり，これによっ
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て労働対象の現実の総支出を計 第1図

算するばあい， 乙の面からは最終生産物)(第1;;':波及)(第2次波及)(詰3次波及)

一定の過小評価が生ずると考え

られる。

以上の諸限界からみれば，総

支出係数はまだ計画化の独立し

た基本的用具として利用しうる

ものではなし一つの計算指標

として，労働対象の総支出の近

似的概算の手法としての意義を

もつものといえ土号。

納町EJJ号

Eコ吐産波及を示す

( )波及中断を示す

この限界壱補うため，エノレショーフは，労働対象と労働手段の両方の支出壱

ふくむ「総再生産支出係数J30) を提案する。 I総再生産支出係数j を A~" その

行列を互 部 門 で 生 産 され 1部門で機能する固定アォ Y ドの y部門生産物

1単位あたりの減価償却額を bij，その行列を bとすれば，

A=[I-a.-b)-' (8) 

である。この「総再生産支出係数」は，あきらかに，生産手段の総支出の測定

において，現実に一歩接近する意義壱もつが，なおさぎの第1. 2点の限界を

脱しうるものとはし、えないであろう。

E 最終生産物にもとづく総生産物の計算

1962年連関計画バラ Yスにおいて，最終生産物の計画量と構成の決定は，つ

ぎのような方式で行われた。 (1)国民経済発展計画(以下，計画とし、う)の計画

資料にもとづいて， 最終生産物の基本的要素(消費，蓄積，磨損補填と大修理，

輸出入など)の1959-62年の発展テY ポを求め， これを59年連関報告バラ:/;7 ... 

の類似の指標にかけあわす。 (2)こうしてえられた最終生産物の基本的要素の62

30) E中日同B，5ep仰 maM :m:e， CTp. 46-49 
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年計画量について，その部門構成をつぎのように決定する。(イ)消費フォンド。

住民の個人的消費，非生産的分野の物的支出，ともに計画の指標と連関バヲ Y

月の指標の聞にあった多くのくいちがし、(部門と品目の分類，価格の評価方式)を

調整したのち 59年報告パラYスの部門構成を計画の部門構成の変化の資料

(59-62年)によって修正する。(ロ)蓄積フォ y 人固定フォ y ドの蓄積のうち，

機械設備の部門構成は，報告ノζラYスにおいて機械生産諸部門が機械の蓄積部

分のなかでしめる部門構成を計画における機械生産諸部門の発展ナY ポによ

り，延長，修正する o 流動ソォンド，商品在庫の部門構成は，計画に資料がな

いため，報告バランスの資料に個々の工業部門の発展テY ポをかけあわせる。

付磨損補填と犬修理。各部門で蓄積される固定フヰ :/Fにそれぞれの減価償却

率(生産的分野，非生産的分野別)をかけ， えられた償却額を磨損補填(更新)と

大修理とに分ける。(ヰ輸出入。計画での現物量にそれぞれの価格壱かける。

以上の方式は，結局寒本的には， 59年連関報告バラ Yスの最終生産物の諸要

素の大きさを，これにほぼ対応する計画の諸要素の59年 62年の発展テンポに

よって延長(補外)する方式であれ いわば発展計画に間接的にリ νクする方

式である，といえる。

このように計画吉れた最終生産物と総支出係数よれ各部門総生産物が計算

されるわけであるが，ここで二つの問題を指摘しなければならない。その第ー

は，最終生産物の指標と構成要素の問題である。 59年報告パヲ Yス， 62年計画

パラン月はともに，最終生産物を，総生産物より経常的物的支出(中間生産物)

=再び生産的に消費される労働対象を控除した部分と規定し，消費資料，蓄積

用生産手段(労働手段と労働対象在庫)， 磨損補填用労働手段をその構成安素と

している。このばあい，最終生産物は，磨損補填用の労働手段をふくむと乙ろ

が特徴であれしたがって物的には，国民所得の現物形態ニ消費資料と蓄積用生

産手段と異なる内容をふくみ，価値的にも V ，mおよび C の 1部(固定フォ

γ ドの移転価値量)をふくむ，新しい指標とされる町。 この指標を連関バヲソス

31) さらに，輸出入の差額をふ〈める場合がある。 8tl:J¥eJIbMaH，ma.At Jlte， CTp. 300 
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に用いる理由としては， (1)この指標が年間四生産活動の最終結果の現物形態を

示し， また生産物の最終利用(消費，蓄積，磨損補填)を特徴づけるべ (2)この

指標は完成生産物の全体量をあらわし，したがフて粗投資を反映できる。労働

手段は蓄積用も磨損補填用も現物形態では区別できない聞ことなどがあげられ

ている。しかしながら， (1)年聞の生産活動の最終結果は社会的総生産物あるい

は国民所得(物的，価値的形態)で十分にとらえられる G また，生産物の最終利

用とは，所得の再分配過程の結果としての最終所得の支出によ勺て，生産物壱利

用(消費?蓄積〕することである。 (2)磨損補填用労働手段は， 価値的にはあく

までも生産手段の生産消費による移転価値の 1部であり，再び生産的消費に入

品。現物形態において完成的であることだけでは新しい指標設定の根拠にはな

らないへなどの点によれ最終生産物指標の利用は連関パラ Yスにおいては

不必要であると思われる。むしろ，磨損補填用労働手段を最終生産物のー要素

として第E象限にふくめる結果，第 I象限を労働対象の生産的消費の表示に限

定することによって，生産手段(労働対象，労働手段)の生産的消費の過程が十

分に反映されず，また総支出係数にもさきのような弱点が生ずる，とし、う連関

パラ Yλの機能上の大きな限界が生みだされる。したがって，マノレグス再生産

論をつらぬき，具体化する観点からは，磨損補填(あるいは減価償却)を第 I

象限に表示し，第 I象限に生産手段の生産的消費を全面的に反映させるととも

に，第 E象限を国民所得の物的形態とその最終利用を示す象隈として，いわば

純化することが必要である町。そのばあい， 最終生産物を出発点として総生産

物を計算するのではなく，国民所得の諸要素を出発点として総生産物を計算す

ることになる。

第二の問題は，最終生産物の量，構成の外生的決定にかかわる問題である。

連関パランスの数理経済モデノレにおいては，最終生産物の量，構成が，ニモデノレ

32) TaM J/C8， CTp. 300 

33) 6epPM， KJlO~BOr-. lllaT'8JIlIH， ma.u :JiC8， CTp. 35 
34) なお KpOHpO，11， mo.M， :m:e， CTp. 12，参照。
35) Eか[MOD，Eeppl仁 mo.M :J/Ce， CTp. 105-106; B. KOCCOB. A伝統:ompac!le8of1.6oJwllc. 1966， CTp. 29 
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の外部で，独自に，外生変数として決定されるという構成がある。またモデノレに

もとづく連関計画パラ γスの作成においても，ネムチノフをはじめとする多く

の論者は，従来のパラ Y ス方法による総生産物音出発点とする計画作成方法が

総生産物の非効率的な肥大化をみちびいたとし，計画化方法の本質的変更，すな

わち連関計画，、ラ y ス壱計画化の基本的方法とし，最終生産物の直接の言i画化

にもとづいて計画を作成することを提唱している。しかし，このような最終生

産物の独立的外生的決定は，できるものではない。なぜなら，最終生産物の要素

としての消費フォ Y ド，蓄積フォ y ド，磨損補填あるいは償却フォ Y ドの量と

部門構成は，社会的総生産物の量と構成，したがって再生産過程の生産諸条件，

社会的諸条件との内的連関によって規定されている。 (1)消費フォ y ドは直接に

は所得に依存するが，後者は，社会的総生産物，技術の水準と構造，労働諸条

件などにより規定される。 (2)蓄積フォ Yドは社会的総生産物の発展計画にもと

づき，投資資源の存在量と生産能力の拡大への需要との相互関係により決定さ

れる o (3)償却フォ Yドは当然社会的総生産物と機能固定フォ :-'fの大きさに依

存する o したがって両者の内的因果関係を切断し，最終生産物あるいは国民所

得(改善された連関バランスのばあしつの量，構成を外生的に正確に規定すること

はきわめて困難なことである。最終生産物あるいは国民所得を豆確に規定する

ための条件は，国民経済発展計画あるいは圃民経済パラ Y スの資料を前提する

ことであろう問。 62年連関計画パランλ は，基本的には発展計画の最終生産物

に相当する諸要素の発展テy ぷによって， 59年連関報告パランλ の諸要素を延

長する間接的リングの方式をとっているが，最終生産物の規定の正確性を保障

するためには，部門・品目分類，生産物評価などの調整にもとづいて，発展計

画，国民経済ノミラ γス左連関ノミラ γスの諸指標を統合することが必要である町。

むすび

さいごに，ェフィモフほかが行った62年連関計画パラ Yスの作成経験の総

36) KpOHpOl¥， maM :JICe， CTp. 106; M. 3. 6op， maAt :J/Ce， CTp. 118 
37) E切 .maM .?Ice， CTp. 122 
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括叫についてふれよう。エフィモフほかは，発展計画と連関計画パラソスの諸

指標を対比し，最終生産物と国民所得の同じ発展テ Y ポのもとで，連関計画ノミ

ラy;えによって計算した社会的総生産物が，発展計画のそれより緩慢に増大し

ていること壱示しs これは，計画化方法が改善されたばあいには，同じ大きさ

の社会的総生産物kより，より大きい最終生産物，国民所得を入手しえたとふ

換言すれば，社会的総生産物のより効率的な利用の可能性があったことを意味

する，と L、う c また，発展計画とパヲ Yスにおける諸生産部門の生産物量を個

々に対比したのち，計画とパヲ yスの諸指標の乗離壱発見することが計画にお

吋る諸指標のアンパヲンス性の徴候として役立つ，と指摘している。

以上の検討を通じて，たしかにわれわれも，エフィモフにならい，つぎのこ

とを確認することができる。連関計画バラ γ スはいくつかの限界をもちながら

も，計画化の実際に利用し，重要な意義をもちうる方法である。それは，国民

経済バランスの作成過程と結びつきその資料を利用しうることを条件にして，

つぎの作業壱行うことができるであろう。 (1)国民経済発展の基本方向の決定と

(2)計画案作成の予備的段階においし社会的総生産物，諸部門生産物の予備的

概算を行うこと，基本指標聞のハヲ γス性を保障すること。 (3)計画案作成の最

終段階において，諸部門の生産物間の整合と調整をはかり，諸指標聞のパラ γ

見性の点検を行うこと。 (4)計画の実施段階で，不釣合いを発見し，必要なパラ

γス性を再計算すること。このように，連関バヲ γスは，詳細な部門分類にも

とづいて，諸部門閣の生産的達闘を具体的に明らかにし，そのパラ Y月性を点

検しうる点において，国民経済バランスの機能を補完する役割をはたす，とい

えよう。

同時に，さきにみたように，連菊計画パラソスは，ノミヲソスの構成，ノミヲ γ

コえと係数の数学的表現，統計資料的基礎の不備などから生じる，し、くつかの限

界壱もつ。第一に，直接支出係数そのものが，技術=経済的データと他の計画

資料より推定した近似的平均値であり，また物的生産構造壱企業聞の商品関係

38) E<tHMoa， Eeppll， ma.n :J/C角 CTp.114 
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を通じて反映するため，企業結合度により影響をうけること。第二に，総支出

係数の数学的定式化のために，現実の生産波及を形式化ニ無時間化s 静態化，

一面化して反映せざるをえないこと。第三tこ，最終生産物あるいは国民所得の

決定において，再生産過程の諸条件の要求に適合したずアリア y トの決定が容

易でないこと。これらの点は相互に増幅しあづて，計算された総生産物に強い

近似値の性格を与える o したがって，連関計画パラソスは，計画化の独立した

基本的方法では決してありえないし，現在では主だ閏民経済パラゾコペの補助的

計画用具の位置にとどまるものと思われるが，パラ Yスの構成と数理経済モデ

ルの改善，統計資料的基礎の発達に応じて，将来さらに大きな役割を担いうる

であろうことは予想される。




